
諸外国での土壌汚染対策の制度として
日本の法制度や実務と異なる点

コンプライアンス上の主な留意点や
海外企業の対応例

法律上の責任者

汚染者責任制度を原則としながら、所有者、
操業者、廃棄物の運搬や協力をした関係
者、何らかの便益を得た関係者等が含ま
れる場合がある。

・施設のリースや賃借する場合にもおい
ても事前調査が重要になる。
・海外企業では調達先に環境汚染債務
や保険での補償範囲の確認を行ってい
るケースもある。

法律上の責任原則 遡及責任、連帯責任、無過失責任が問わ
れることがある。

・売却後にも汚染原因者の範囲に該当
する場合には、訴訟や費用負担責任が
生じることがある。
・海外企業では、一部の保有地は、売却
せずに保有する方針をもつ企業もある。

行政への報告義務、
浄化責任の範囲や
罰則規定

自主的な浄化についても報告義務が課さ
れる国や地域もある。
自然資源（水源や生態系）の汚染について
補償義務がある国や地域もある。
違反日数に応じた罰金制度が適用される
場合もある。管理者等への罰則が科される
ケースもある。

・国や州等の法規則を確認する。
・事前調査の場合において、周辺の環境
リスクに加え、影響のあるサイト等の調
査結果を確認する。
・海外企業では、定期的な法令確認と迅
速な対応のため、本社で海外拠点の環
境管理の最新情報が把握できる仕組み
を導入している。

・土地利用用途は国別、地域別に考え方が異なるが、一般的には、産業用と住居用の区分が
　ある場合が多い。

【欧州】
2014年土壌枠組指令
取り下げ

【中国】
2014年
土壌汚染対策の技術ガイドライン
発行・施行

【オーストラリア】
2013年国としての土壌汚染規制が
法制化、2014 年に全面施行

【ブラジル】
2013年土壌汚染規制
法改正

【米国】
2013年ＡＳＴＭＥ1527‐13発行
フェーズⅠ環境サイト調査
2014年ＡＳＴＭＥ1528‐14発行

【コスタリカ】
2014 年1月～
土壌汚染規制の施行

【ポーランド】
2014年8月改正環境保護法
（土壌汚染規則の詳細追記）
9月5日から施行

全国各地の会員および本部事務局にお気軽にご相談下さい
本部事務局：株式会社　アステック東京
〒132-0035　東京都江戸川区平井5-21-3　Tel.03-5631-2173　Fax.03-5631-2172
E-mail ： info@sealingsoil.ｇr.jp　　URL ： http：//www.sealingsoil.gr.jp

正会員

賛助会員

長年の研究開発と施工実績に基づいて　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　安全で安心な技術をご提供します。

施工機械や改良資材等でオンサイト工法をサポートします。

国内最長の10年超モニタリングで、安全・安心な不溶化効果が
水源かん養保安林の環境で確認されています！

三井金属資源開発株式会社

オーガニック・システム株式会社

株式会社吉光組

緑商事株式会社

株式会社道端組

株式会社大原工務店

株式会社増岡組東京支店

川中島建設株式会社

コマツ建機販売株式会社

りんかい日産建設株式会社

若築建設株式会社

大畑建設株式会社

佐藤工業株式会社

株式会社三央

吉澤石灰工業株式会社

三協興産株式会社

栄臨建設株式会社東京支店

アイサワ工業株式会社大阪支店

株式会社イズカ

株式会社エルエフ関西

シーリングソイルパウダー（SSP） ヘビメタ☆クリーンZ

The Sealing　Soil  Society

● 水源かん養保安林内のトンネル工事にともなう重金属汚染土壌の不溶化ほか
● 全国各地で30万ｍ3以上の施工実績と長年の効果実証
● 天然ゼオライトの吸着機能利用による低コスト・低負荷の環境修復技術

● 公共トンネル工事にともなう重金属汚染地下水の排水処理に採用！
● 高い吸着力（砒素・鉛などの重金属類を高度に吸着します）
● 広いpH範囲に有効（酸・アルカリ環境化でも吸着能力を維持します）
● 粒度を選択可能（用途に応じて粉状・粒状をご提案します）
● 低コスト（価格・性能面で高いコストパフォーマンスを実現します）

<粒子断面>

天然ゼオライト

ヘビメタ☆クリーンZ

SSパウダーによる不溶化処理 浸出水の自主モニタリング

は
じ
め
に

２
０
１
０
年
の
改
正
土
壌

汚
染
対
策
法
の
施
行
か
ら
５

年
が
経
過
す
る
の
を
契
機

に
、
国
内
で
も
法
制
度
の
見

直
し
が
始
ま
っ
て
い
る
こ
と

が
本
紙
に
も
報
道
さ
れ
た
。

海
外
で
も
法
制
化
後
、
一
定

期
間
を
経
て
見
直
し
や
制
度

改
革
が
行
わ
れ
て
い
る
国
も

多
く
、
ま
た
ア
ジ
ア
や
南
米

な
ど
で
は
こ
れ
ま
で
定
め
ら

れ
て
い
な
か
っ
た
土
壌
汚
染

の
規
制
を
法
制
化
す
る
地
域

が
増
え
て
い
る
。
本
稿
で
は

海
外
で
の
土
壌
環
境
規
制
の

う
ち
主
に
過
去
１
年
（
１３
年

〜
１４
年
）
の
動
き
を
概
説
し

た
い
。

土
壌
汚
染
に
関
す
る

法
制
度
の
動
向

【
中
国
】

中
国
で
は
水
や
大
気
な
ど

他
の
環
境
問
題
と
共
に
、
土

壌
汚
染
の
問
題
も
深
刻
な
状

況
に
な
っ
て
い
る
。
今
年
４

月
に
公
表
さ
れ
た
数
年
に
わ

た
る
政
府
の
土
壌
汚
染
調
査

で
は
、
中
国
全
土
の
約
１６
％

に
土
壌
汚
染
が
存
在
す
る
こ

と
を
示
し
て
い
る
。
世
界
銀

行
で
も
数
年
前
に
調
査
が
実

施
さ
れ
、
米
国
の
専
門
家
は

そ
の
規
模
を
数
十
兆
円
と
試

算
し
て
い
る
。
土
壌
汚
染
対

策
は
喫
緊
の
環
境
問
題
の
一

つ
と
な
っ
て
い
る
。

こ
う
し
た
状
況
の
中
、
今

年
２
月
に
土
壌
汚
染
に
関
す

る
技
術
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
５
種

類
が
公
表
さ
れ
、
７
月
１
日

か
ら
施
行
さ
れ
る
こ
と
に
な

っ
た
。
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で

は
、
土
壌
汚
染
の
調
査
、
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
、
リ
ス
ク
評

価
、
浄
化
に
関
す
る
手
続
き

が
示
さ
れ
て
い
る
ほ
か
、
用

語
の
定
義
が
詳
細
に
示
さ
れ

て
い
る
。

調
査
や
リ
ス
ク
評
価
の
枠

組
み
は
米
国
や
欧
州
で
活
用

さ
れ
て
い
る
リ
ス
ク
ベ
ー
ス

の
仕
組
み
を
導
入
し
て
い

る
。
リ
ス
ク
ベ
ー
ス
の
調
査

や
評
価
、
浄
化
措
置
の
手
続

き
の
詳
細
は
各
国
で
異
な
る

も
の
の
、
サ
イ
ト
別
の
暴
露

経
路
や
毒
性
評
価
を
し
た
う

え
で
、
当
局
が
浄
化
が
必
要

で
あ
る
と
判
断
し
た
場
合
に

は
、
浄
化
が
求
め
ら
れ
る
。

浄
化
基
準
は
、
土
地
利
用

に
応
じ
て
感
受
性
が
高
い
土

地
（
住
居
、
小
中
学
校
、
福

祉
施
設
な
ど
）
と
感
受
性
が

低
い
土
地
（
産
業
、
商
業
、

物
流
用
地
な
ど
）
に
区
分
さ

れ
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
土
地

利
用
は
、
都
市
の
土
地
区
分

に
よ
る
規
定
が
あ
り
、
サ
イ

ト
別
に
確
認
す
る
必
要
が
あ

る
。浄

化
に
あ
た
っ
て
は
、
浄

化
計
画
を
も
と
に
浄
化
に
伴

う
費
用
や
便
益
を
環
境
側
面

だ
け
で
な
く
、
経
済
・
社
会

的
な
側
面
か
ら
評
価
す
る
形

と
な
っ
て
い
る
。

な
お
、
土
壌
汚
染
の
責
任

者
に
対
す
る
規
定
は
本
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
に
は
示
さ
れ
て
い

な
い
。

一
方
、
本
ガ
イ
ド
イ
ラ
ン

の
発
効
後
、
２５
年
ぶ
り
に
改

正
さ
れ
た
中
国
の
環
境
基
本

法
に
あ
た
る
環
境
保
護
法
が

４
月
に
公
表
さ
れ
た
。
改
正

法
は
来
年
１
月
か
ら
施
行
さ

れ
る
が
、
こ
の
環
境
保
護
法

は
、
世
界
で
最
も
厳
し
い
環

境
基
本
法
の
一
つ
と
言
わ
れ

る
ほ
ど
環
境
法
令
の
違
反
や

汚
染
者
等
に
対
す
る
厳
格
な

対
処
方
針
が
示
さ
れ
て
い

る
。
各
種
環
境
法
の
基
本
と

な
る
法
令
で
あ
る
た
め
、
環

境
法
令
遵
守
に
は
よ
り
留
意

す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
よ

う
に
な
る
。

【
欧
州
】

欧
州
全
体
で
は
約
３
０
０

万
の
潜
在
的
な
汚
染
サ
イ
ト

が
あ
り
、
そ
の
２５
万
サ
イ
ト

は
浄
化
が
必
要
で
あ
る
と
指

摘
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
中
東

欧
諸
国
で
の
土
壌
汚
染
調
査

等
が
進
む
こ
と
に
よ
っ
て
２５

年
ま
で
に
５
割
程
度
汚
染
サ

イ
ト
は
増
加
す
る
こ
と
も
予

想
さ
れ
て
い
る
。

欧
州
で
は
西
欧
諸
国
を
中

心
に
８０
年
代
か
ら
９０
年
代
に

か
け
て
土
壌
汚
染
に
関
す
る

法
制
化
が
進
め
ら
れ
、
オ
ラ

ン
ダ
、
イ
ギ
リ
ス
、
ド
イ

ツ
、
フ
ラ
ン
ス
、
イ
タ
リ
ア

お
よ
び
北
欧
諸
国
で
は
土
壌

汚
染
対
策
が
進
め
ら
れ
て
い

る

。

一
方
、
欧
州
全
体
で
共
通

す
る
土
壌
汚
染
の
規
制
が
な

い
た
め
、
０６
年
か
ら
土
壌
枠

組

指

令

（

Soil
Fram

ework
Directi

ve

）が
提
案
さ
れ
、
審
議
を

重
ね
て
き
た
。

し
か
し
な
が
ら
同
指
令
は

今
年
５
月
に
不
採
択
と
な

り
、
土
壌
汚
染
の
保
全
は
必

要
で
あ
る
と
し
な
が
ら
も
、

各
国
法
に
基
づ
く
管
理
を
進

め
る
方
向
と
な
っ
た
。
指
令

不
採
択
の
背
景
に
は
、
す
で

に
法
制
化
や
管
理
が
進
ん
で

い
る
西
欧
諸
国
等
が
強
く
反

対
し
た
と
言
わ
れ
て
い
る
。

具
体
的
に
は
指
令
に
は
土
地

取
引
の
際
に
土
壌
汚
染
調
査

報
告
書
を
添
付
す
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
て
お
り
、
法
制
化

さ
れ
て
い
る
各
国
法
の
変
更

等
が
必
要
に
な
る
こ
と
に
理

解
が
示
さ
れ
な
か
っ
た
。

イ
ギ
リ
ス
で
は
、
過
去
１０

年
間
実
施
し
て
い
た
土
壌
汚

染
対
策
に
つ
い
て
検
証
が
行

わ
れ
、
１２
年
に
法
改
正
さ
れ

て
い
る
。
従
前
の
法
律
の
も

と
で
は
、
土
壌
汚
染
対
策
に

つ
い
て
過
度
に
保
守
的
な
対

策
が
行
わ
れ
、
浄
化
が
必
要

で
は
な
い
土
地
の
浄
化
対
策

ま
で
講
じ
ら
れ
た
と
し
て
い

る
。
こ
の
た
め
、
改
正
後
は

健
康
被
害
と
水
源
な
ど
の
自

然
環
境
へ
の
悪
影
響
が
明
確

な
土
壌
汚
染
の
み
に
浄
化
対

策
を
課
す
こ
と
と
な
っ
た
。

ま
た
浄
化
に
よ
る
環
境
面
だ

け
で
な
く
、
経
済
・
社
会
的

な
メ
リ
ッ
ト
が
明
確
で
な
い

場
合
に
は
、
浄
化
措
置
の
命

令
が
再
考
慮
さ
れ
る
形
と
な

っ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
土
壌
汚
染
に

つ
い
て
、
健
康
被
害
や
水
源

な
ど
の
自
然
環
境
へ
の
影
響

を
評
価
し
、
環
境
保
全
と
共

に
経
済
的
な
要
素
も
考
慮
し

た
土
壌
汚
染
の
法
制
度
が
進

め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い

る
。
世
界
で
最
も
広
く
普
及

し
て
い
る
オ
ラ
ン
ダ
の
土
壌

環
境
基
準
も
０８
年
に
改
訂

し
、
よ
り
分
か
り
や
す
い
も

の
と
す
る
と
共
に
、
土
壌
環

境
の
保
全
と
、
土
地
の
経
済

性
・
社
会
的
側
面
を
考
慮

し
、
産
業
用
地
の
許
容
値
を

設
定
し
た
。

土
壌
汚
染
対
策
に
伴
う
多

額
の
費
用
が
、
地
域
再
生
の

遠
因
に
も
な
っ
て
い
る
こ
と

を
踏
ま
え
、
調
査
や
リ
ス
ク

評
価
は
実
施
し
な
が
ら
も
、

本
当
に
深
刻
な
汚
染
の
み
に

対
策
措
置
を
命
ず
る
法
政
策

に
徐
々
に
シ
フ
ト
し
つ
つ
あ

り
、
こ
の
流
れ
は
今
後
新
興

国
に
も
広
が
る
こ
と
が
予
想

さ
れ
る
。

【
そ
の
他
の
地
域
】

こ
の
ほ
か
、
１６
年
の
オ
リ

ン
ピ
ッ
ク
開
催
地
で
あ
る
ブ

ラ
ジ
ル
で
は
、
０９
年
に
「
汚

染
地
域
の
環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
が
発
行

さ
れ
、
昨
年
に
一
部
改
正
さ

れ
た
。
今
年
中
に
自
然
由
来

の
土
壌
環
境
基
準
が
策
定
さ

れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

ブ
ラ
ジ
ル
で
は
、
土
壌
の
揮

発
性
物
質
に
よ
る
健
康
被
害

へ
の
懸
念
か
ら
商
業
施
設
や

工
場
等
で
作
業
者
等
の
労
働

環
境
保
全
の
た
め
の
施
設
の

一
時
閉
鎖
も
報
告
さ
れ
る
な

ど
、
一
部
に
深
刻
な
土
壌
汚

染
が
問
題
と
な
っ
て
い
る
。

早
く
か
ら
法
制
化
が
進
ん
で

い
る
サ
ン
パ
ウ
ロ
州

で
は
、
４
７
０
０
サ

イ
ト
以
上
の
汚
染
土

地
が
州
政
府
に
登
録

さ
れ
て
い
る
。

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

で
は
、
国
と
し
て
の

土
壌
汚
染
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
は
、
８９
年
か
ら

制
定
さ
れ
て
い
た

が
、
実
際
に
は
各
州

に
よ
る
規
制
に
よ
り

管
理
さ
れ
て
い
た
。

し
か
し
、
国
全
体
で

一
貫
し
た
制
度
を
構

築
す
る
た
め
に
、
昨

年
５
月
に
連
邦
政
府

か
ら
国
家
環
境
保
護

規
則
を
改
定
し
、
土

壌
汚
染
に
関
す
る
詳

細
な
規
定
が
発
表
さ

れ
た
。
１
年
間
の
移

行
期
間
を
経
て
２
０

１
４
年
５
月
か
ら
連

邦
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
沿
っ
た

州
規
制
の
変
更
も
行
わ
れ
て

い
る
。
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

は
、
土
壌
汚
染
調
査
や
対
策

を
行
う
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の

資
格
認
定
の
ほ
か
、
実
施
さ

れ
た
調
査
や
対
策
を
行
政
に

提
出
す
る
際
に
監
査
す
る
監

査
人
制
度
を
導
入
し
て
い

る
。
監
査
人
に
は
豊
富
な
知

見
や
経
験
と
共
に
一
定
の
専

門
家
組
織
の
メ
ン
バ
ー
で
あ

る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

【
日
本
企
業
の
海
外
拠
点

管
理
に
お
け
る
留
意
点
】

日
本
企
業
の
海
外
拠
点
が

増
加
す
る
中
、
海
外
で
の
土

壌
汚
染
規
制
も
改
正
ま
た
は

新
規
法
制
化
が
続
い
て
お

り
、
環
境
リ
ス
ク
の
管
理
を

適
切
に
推
進
す
る
こ
と
が
よ

り
重
要
に
な
っ
て
い
る
。
す

で
に
各
所
で
紹
介
さ
れ
て
い

る
よ
う
に
、
日
本
の
土
壌
汚

染
対
策
法
と
海
外
法
令
で
は

相
違
点
が
多
い
た
め
、
主
な

留
意
点
を
紹
介
し
た
い
。

（
１
）
調
査
実
施
時
に
は

ス
コ
ー
プ
に
留
意

海
外
で
は
、
自
主
調
査
を

実
施
し
て
も
基
準
を
超
え
る

汚
染
が
発
覚
し
た
際
な
ど
に

は
、
行
政
へ
の
報
告
義
務
が

課
さ
れ
て
い
る
場
合
が
あ

る
。
現
地
法
令
を
事
前
に
確

認
し
、
調
査
後
の
結
果
に
応

じ
た
報
告
義
務
や
そ
の
後
の

手
続
き
等
の
流
れ
や
シ
ナ

リ
オ
を
よ
く
検
討
し
て
調

査
を
進
め
る
こ
と
が
重
要

で
あ
る
。

（
２
）
購
入
時
は
十
分

な
リ
ス
ク
管
理
を

一
方
、
土
地
や
施
設
の

購
入
や
企
業
の
買
収
時
に

は
、
環
境
リ
ス
ク
に
つ
い

て
入
念
な
調
査
が
必
要
に

な
る
。
施
設
を
い
っ
た
ん

所
有
す
る
と
さ
ま
ざ
ま
な

リ
ス
ク
が
課
さ
れ
る
こ
と

が
あ
る
。
調
査
を
実
施
し

な
い
で
購
入
し
た
場
合
に

は
、
善
管
注
意
義
務
（
善

良
な
管
理
者
と
し
て
の
注

意
義
務
）
が
な
さ
れ
て
い

な
い
と
し
て
免
責
等
の
範

囲
に
影
響
が
出
る
ケ
ー
ス

も
あ
る
。
購
入
時
の
調
査

は
よ
り
綿
密
に
行
う
必
要

が
あ
る
。

（
３
）
売
却
時
に
も
留

意
が
必
要

多
く
の
国
は
土
地
所
有

者
の
み
が
一
義
的
な
責
任

を
負
う
の
で
は
な
く
、
汚

染
者
責
任
等
に
よ
り
過
去
の

所
有
者
や
操
業
者
に
も
遡
及

責
任
が
課
さ
れ
る
。
売
却
先

は
管
理
し
て
も
、
そ
の
後
の

転
売
先
で
土
地
利
用
用
途
が

変
更
さ
れ
、
遡
及
責
任
に
よ

っ
て
賠
償
責
任
等
が
生
じ
る

可
能
性
も
あ
る
。
保
険
等
を

購
入
し
て
い
る
場
合
に
も
補

償
範
囲
や
補
償
要
件
の
確
認

も
必
要
で
あ
る
。

（
４
）
環
境
コ
ン
サ
ル
タ

ン
ト
の
資
格
、
汚
染
土
壌
の

取
扱
い
事
業
者
等
の
確
認

各
国
で
調
査
や
浄
化
工
事

の
資
格
者
等
が
指
定
さ
れ
て

お
り
、
環
境
コ
ン
サ
ル
タ
ン

ト
を
依
頼
す
る
際
に
は
資
格

要
件
を
確
認
す
る
こ
と
が
必

要
に
な
る
。
ま
た
汚
染
土
壌

の
処
理
や
運
搬
に
つ
い
て
も

資
格
や
認
定
が
必
要
な
場
合

が
あ
り
、
確
認
が
求
め
ら
れ

る
。お

わ
り
に

土
壌
汚
染
の
規
制
も
欧
米

諸
国
だ
け
で
な
く
、
ア
ジ
ア

や
南
米
、
中
東
や
ア
フ
リ
カ

な
ど
で
も
法
制
化
が
進
め
ら

れ
て
い
る
。
海
外
の
多
く
の

地
域
で
は
、
汚
染
者
責
任
に

つ
い
て
所
有
者
だ
け
で
な
く

過
去
の
所
有
・
操
業
者
を
法

的
責
任
の
対
象
と
し
て
い

る
。
土
壌
汚
染
が
過
去
の
汚

染
の
蓄
積
で
あ
る
こ
と
を
考

え
る
と
、
現
在
法
制
度
が
整

備
さ
れ
て
い
な
い
国
や
地
域

で
も
、
土
壌
汚
染
リ
ス
ク
を

無
視
し
て
よ
い
と
い
う
地
域

は
も
は
や
な
い
と
い
え
る
だ

ろ
う
。
現
在
も
法
案
段
階
の

国
も
多
く
、
今
後
も
海
外
各

国
で
土
壌
汚
染
法
規
制
の
法

制
化
や
変
更
は
継
続
す
る
こ

と
が
予
想
さ
れ
る
。

出所：各国法令や公表情報等から㈱ＦＩＮＥＶ作成

海海外外ににおおけけるる土土壌壌環環境境規規制制のの現現状状

（参考）海外における浄化基準の考え方
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国
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化

日
本
企
業
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海
外
拠
点
管
理
で
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意

出所：各国法令や公表情報等から㈱ＦＩＮＥＶ作成

2013～2014 年の世界各国における土壌汚染関連法令の主な動向

法整備のない地域でも
無視できない土壌リスク

出所：各国法令や公表情報等からＦＩＮＥＶ作成

国内と異なる諸外国の土壌汚染制度と主な留意点等
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